埼玉県介護福祉士修学資金貸与事務取扱要領
（趣旨）
第１　この要領は、埼玉県理学療法士等修学資金貸与条例（以下、「条例」という。）及び埼玉県理学療法士等修学資金貸与条例施行規則（以下、「規則」という。）に基づく介護福祉士修学資金の貸与事務の取扱いに関し、必要な事項を定める。

（定義）

第２　この要領において使用する用語は、条例及び規則において使用する用語の例による。

（貸与の申請）

第３　規則第１条の規定により、修学資金の貸与を受けようとする者は、本人と生計を一にする者全員の所得を証明する書類及び住民票を提出するものとする。

（貸与の決定等）

第４　規則第２条の規定により修学資金を貸与すると決定したときは、別記様式第１号により本人にその旨通知するものとする。その際、別記様式第２号による修学資金振込口座申込依頼書を添付するものとする。

２　規則第２条の規定により修学資金を貸与しないと決定したときは、別記様式第３号により本人にその旨通知するものとする。
（受領書）

第５　修学資金の貸与の決定を受けた者が、修学資金の交付を受けたときは、その都度、別記様式第４号による受領書を提出するものとする。
（退学等の届出）

第６　規則第４条の規定により、修学資金の貸与の決定または交付を受けている者が養成施設を退学し、休学し、又は修学資金の貸与を受けることを辞退しようとするときは、別記様式第５号によりその旨届け出るものとする。退学又は停学の処分を受けた時も同様とする。
（交付の停止の通知）
第７　規則第５条の規定により修学資金の貸与を行わないときは、別記様式第６号により本人に通知するものとする。
（貸与の取消し又は交付の停止の通知）
第８　条例第７条の規定により修学資金の貸与を取消し又は交付の停止を決定したときは、別記様式第７号によりその旨を本人に通知するものとする。
（借用証書）

第９　修学資金の貸与を受けた者は、修学資金の貸与が終わったとき、貸与を取り消されたとき又は交付を停止されたときは、速やかに別記様式８号による借用証書を知事に提出するものとする。

（返還明細書の提出）

第10　規則第６条の規定により修学資金を返還する場合は、別記様式第９号の返還明細書を提出するものとする。
（債権管理簿）
第11　第10に定める返還明細書を受理したときは、埼玉県財務規則第１９７条の規定による債権管理簿を備え、管理するものとする。
（返還の債務の履行の猶予又は免除の申請）
第12　規則第８条第１項に定める規則様式第６号の修学資金返還猶予（免除）申請書については、毎年度４月末日までに提出するものとする。

（返還の債務の履行の猶予又は免除の承認）
第13　第12に定める申請書を受理したときは、その内容を審査し、返還の債務の履行の猶予の申請の場合、その結果を別記様式第10号により本人に通知し、返還の債務の履行の免除の場合、その結果を別記様式第11号により本人に通知するものとする。
（返還猶予終了者及び一部免除者の債務返還）
第14　返還債務の履行の猶予を受けた者が当該猶予を受ける期間が終了し債務を返還する場合、又は返還債務の一部免除を受けた者が残りの債務を返還する場合は、当該事由の生じた日の属する月の翌月から起算して貸与を受けた期間に相当する期間内に行うものとする。
（諸届出）
第15　規則第12条の規定による変更の届出は、別記様式第12号によるものとする。

附　則

１　この要領は、平成２７年４月１日から施行する。

２　この要領は、埼玉県理学療法士等修学資金貸与条例の一部を改正する条例（平成２７年３月県条例第13号。以下「改正条例」という。）による改正後の埼玉県理学療法士等修学資金貸与条例の規定により貸与される修学資金について適用し、改正条例による改正前の埼玉県理学療法士等修学資金貸与条例の規定により貸与された修学資金については、なお従前の例による。

